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1 男女雇用機会均等法

Ⅲ　 男女雇用機会均等

　 男女雇用機会均等法では、 募集・ 採用から 定年退職・ 解雇まで、 雇用の場における性別を

理由と する差別を禁止し ています。

　 こ の法律の目的は、

　 ①雇用の分野における男女の均等な機会、 及び待遇の確保を図るこ と 。

　 ②女性労働者の就業に関し て妊娠中、及び出産後の健康の確保を 図る等の措置を 推進する こ と 。

と なっ ています。

１ 　 性別による差別の禁止

（ 1 ） 直接差別の禁止

　 募集・ 採用、 配置（ 通常業務以外のお茶く みや掃除当番）・ 昇進、 降格、 教育訓練、 福利厚生、

職種の変更、 雇用形態の変更、 退職の勧奨、 定年、 解雇、 労働契約の更新について、 男女双

方に対する性別における差別的取扱いを禁止し ています。

（ 2 ） 間接差別の禁止

　「 労働者の募集、又は採用に当たっ て、労働者の身長、体重または体力を 要件と するも の」「 全

ての労働者の募集、 採用、 昇進、 職種の変更に当たっ て、 転居を 伴う 転勤に応じ るこ と がで

き る こ と を 要件と する こ と 」「 労働者の昇進に当たり 、 転勤の経験がある こ と を 要件と する

こ と 」 については、 合理的な理由がない場合、 間接差別と し て禁止さ れます。

（ 3 ） 男女雇用機会均等法により 、 男性に対する差別も 禁止さ れています。

２ 　 婚姻・ 妊娠・ 出産等を理由と する不利益取扱いの禁止（ Ｐ .３ 1 参照）

（ 1 ）①婚姻・ 妊娠・ 出産・ 産前産後休業を 取得し たこ と 　 ②妊娠中の通勤緩和など男女雇用

　 　 機会均等法による母性健康管理措置や深夜業の免除など 、 労働基準法による母性保護制

　 　 度を 受けたこ と 　 ③妊娠又は出産に起因する能率低下などを 理由と する解雇、 その他の

　 　 不利益取扱いは禁止さ れています。

（ 2 ） 妊娠中や産後１ 年以内の解雇は、 事業主が「 妊娠・ 出産・ 産前産後休業等による解雇で

　 　 ないこ と 」 を証明し ない限り 無効です。

３ 　 ポジティ ブ・ アク ショ ン

　 個々の企業において、 固定的な性別による役割分担意識や過去の経緯から  　 　

　 ・  営業職に女性がほと んど配置さ れていない。

　 ・  課長以上の管理職は、 男性が大半を 占めている。

　 等の差が男女労働者の間に生じ ている こ と が多く 、 こ のよう な差の解消を 目標と し て女性

　 の能力発揮を 図るために、 個々の企業が進める自主的かつ積極的な取組のこ と であり 、 男

　 女の均等な機会及び待遇を 実質的に確保するために望まし いも のです。

ただし 、 こ んな場合は男女雇用機会均等法違反にはなり ません。
●   男女差別を 是正する ためポジティ ブ・ アク ショ ンと し て実施する場合
●   芸術、 芸能において男女のいずれかのみに従事さ せる こ と が必要で ある 職種や、 守衛、 警備員

　 等防犯上の要請から 男性に従事さ せる こ と が必要である 職種、 その他こ れら と 同程度の必要性

　 がある と 認めれら る 職務
●   労働基準法によ り 、 妊産婦等について危険有害業務と し て就業が制限さ れている 場合
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　 セクシュアル・ ハラスメ ント （ セクハラ ） とは、 一般的には「 相手方の意に反する性的な言動」

と いう こと になります。 職場でのセクハラは、 労働者の個人としての尊厳を不当に傷つける社会

的に許さ れない行為であり 、 職場の秩序や業務の遂行を阻害し 、 就業環境を悪化さ せる問題で

もあります。

※使用者は職場におけるセクハラ対策として、 雇用管理上必要な措置を講ずること が義務付けら

　 れています。（ 男女雇用機会均等法第１１条）

　 男女雇用機会均等法ではセクハラを次のよう に整理しています。

2 セク シュ ア ル・ ハラ ス メ ン ト 　

１ 　 職場のセク ハラ を 起こ さ ないために

（ 1 ） 職場に不必要な性的関心を 持ち込まない。

（ 2 ） お互いの人格を尊重し 、 風通し のよい職場環境の形成を 心がける。

（ 3 ） 企業と し て「 セク ハラ 」 を 許さ ないと いう 明確な姿勢を 打ち出す。

２ 　 職場でセク ハラ の被害にあっ てし まっ たら …

（ 1 ） 相手に対し て、 はっ き り し た意思表示を する

　 不快な性的言動を 受けた場合、 毅然と し た態度を と るこ と が必要です。 意思表示を し ない

と 、 相手は受け入れら れていると 誤解するかも し れません。 自分が不快に思っ ているこ と を

相手に伝えるこ と はと ても 重要です。 言いにく ければ、 先輩や上司、 同僚等から 伝えても ら

う と いう 方法も あり ます。

（ 2 ） 信頼でき る人、 社内の相談・ 苦情窓口に相談する

　 対応の仕方がわから なく ても 、 一人で悩むこ と はあり ません。 職場の同僚や友人など、 信

頼でき る身近な人や社内の相談・ 苦情窓口に相談し てみまし ょ う （ 明確な窓口がなければ人

事労務担当者や労働組合に申し 出まし ょ う 。）。

　 相談する 時は、 被害の状況（ 証拠と なる メ モなどを 作成し ておく と 良いです。） と 自分の

要求を正確に伝え、 適切かつ迅速な対処を話し 合いまし ょ う 。

（ 3 ） 公的な機関等、 外部機関に相談する

　 相談する人がいないと き や、 個人の対応では難し いと 思われると き は、 公的な機関等に相

談し まし ょ う 。 神奈川労働局雇用環境・ 均等部指導課では、 労働者が職場のセク ハラ によっ

て精神的苦痛を 受けている 場合に専門の相談員（ セク ハラ 相談員） が対応し 、 相談を 受け付

けています。 また、 かながわ労働センタ ー等（ Ｐ .４ ４ 参照） でも 相談を受け付けています。

対価型（ 地位利用型） 環境型

　 職場において、 労働者の意に反する 性的な 言動

が行われ、 そ れを 拒否し た こ と で、 解雇、 降格、

減給などの不利益を 受けるこ と 。

　 性的な言動が行われる こ と で職場の環境が不快

なも のと なっ たため、 労働者の能力の発揮に大き

な悪影響が生じ ているこ と 。

例えば…

　 職場内において、 使用者が労働者に対し て 性的

な 関係を 要求し たが拒否さ れたため、 その労働者

を 配置転換さ せた。

例えば…

　 労働者が抗議を し て い る に も かかわら ず、 事

務所内に 水着ポス タ ーを 掲示し て い る た め、 そ

の 労 働者 が苦 痛 に 感 じ て 業 務 に 専 念 で き な く

な っ て いる 。
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　 パワー・ ハラ スメ ン ト （ パワハラ ） と は、 同じ 職場に働く も のに対し て、 職務上の地位や

人間関係、 専門知識など、 職場内の優位性を 背景に業務の適正な範囲を 超えて、 精神的、 身

体的苦痛を与え職場環境を悪化さ せる行為を いいます。

　 上司から 部下に対し てだけでなく 、 同僚間さ ら には部下と 上司の関係にあっ ても 、 その人

間関係に力関係や負い目などがある場合、 パワハラ が起き るこ と も あり ます。

１ 　 パワハラ に該当する 3 つの要素

（ 1） 優越的な関係に基づいて（ 優位性を背景に） 行われるこ と 。
（ 2） 業務の適正な範囲を超えて行われるこ と 。
（ 3） 身体的若し く は精神的な苦痛を与えるこ と 、 又は就業環境を害するこ と 。

２ 　 例えば、 こ んな行為

　 暴力や暴言だけがパワハラ ではあり ません。 次のよう な行為が、 パワハラ になり う ると さ
れています。

３ 　 パワハラ と 指導の違い

　 企業において、 業績を 上げ人を 育てるために厳し い指導も 必要と 思われますが、 次のよう
な行為は、 適正な指導と はいえません。
　 ・ 人権、 人格を傷つける。
　 ・ 職場での役割や存在までも 否定する。
　 ・ 嫌悪感や否定的なメ ッ セージを 発し て、 心理的に追い込む。
　 ・ 達成不可能なノ ルマを課す。
　 ・ 能力や努力を否定し 、 自信を喪失さ せて能力発揮ができ ない状態に追い込む。

４ 　 パワハラ は働く 人へ深刻な影響を与える

　 パワハラ による嫌がら せやいじ めなどにより、 精神的なダメ ージを受け、 メ ンタ ルヘルス疾
患と なっ て出勤できなく なり 、退職や解雇につながる深刻な問題に発展するおそれがあり ます。

５ 　 パワハラ に対する企業の責任

　 パワハラ は、 当事者の個人的な問題ではあり ません。 いじ めを 知り ながら 放置し たり 、 労
働者の人格権侵害や、 使用者の裁量権を 逸脱し た不法行為を 行っ た場合は、 判例から も 法的
な制裁が科せら れています。

３ パワー・ ハラ スメ ン ト

①身体的な攻撃（ 暴行、 傷害） 業務の遂行に関係するも のでも 「 業務の適正な範囲」 には含ま
れない。

業務遂行に必要な行為であると は通常想定でき ない。

原則と し て「 業務の適正な範囲」 を超えパワハラ に該当する。

何が「 業務の適正な範囲」 を超えるかは、 業種や企業文化の影
響を 受け、 具体的な判断も 、 行為が行われた状況や行為が継続
的であるかどう かによっ て左右さ れる部分がある。
➡各企業・ 職場で認識を 揃え、 その範囲を明確にするこ と が望

まし い。

②精神的な攻撃
　（ 脅迫、 名誉毀損、 侮辱、 ひどい暴言）

③人間関係から の切り 離し
　（ 隔離、 仲間外し 、 無視）

⑥個の侵害
　（ 私的なこ と に過度に立ち入るこ と 。）

④過大な要求
　（ 業務上明ら かに不要なこ と や、 遂行
　 不可能なこ と の強制、 仕事の妨害）

⑤過小な要求
　（ 業務上の合理性無く 能力や経験と かけ離

れた程度の低い仕事を 命じ るこ と や、 仕事
を与えないこ と 。）
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６ 　 ト ッ プの意思表示

　 パワハラ を 職場から 無く すこ と を 組織のト ッ プを はじ めと し た経営の上層部が十分に理解

し た上で、 経営ト ッ プ自ら 積極的に取り 組む姿勢や決意表明を 行い、 明確にメ ッ セージを 発

信するこ と が重要です。

７ 　 パワハラ による精神障害の労災認定

　 パワハラ を 受けたこ と によ る 精神障害の発病が、 業務によ る 強い心理的負荷（ スト レ ス）

によるも のと 認めら れる場合、 労働災害認定の対象と なり ます。

　 ※「 心理的負荷による精神障害の労災認定基準」（ 厚生労働省） 参照

８ 　 精神障害の労災認定要件

（ 1） 認定基準の対象と なる精神障害が発病し ているこ と 。

（ 2） 認定基準と なる精神障害の発病前、 おおむね 6 か月の間に業務による強い心理的負荷が

　 　 認めら れるこ と 。

　 ※いじ めやセク ハラ のよ う に、 出来事が繰り 返さ れる も のについては、 発病の6 か月よ　

　 　 り も 前にそれが始まり 発病まで継続し ていたと き は、 始まっ た時点から の心理的負荷　

　 　 を評価

（ 3） 業務以外の心理的負荷や個体側要因により 発病し たと は認めら れないこ と 。

９ 　 拒否の意思表示を する

　 勇気を 持っ て、 あなたが行っ ているこ と はパワハラ なのでやめるよう 、 はっ き り 伝え拒否

の意思表示をするこ と が大切です。

１ ０ 　 同僚や上司に相談する

　 相手と の人間関係や上下関係を 考えると 、 言えないこ と も あると 思いますが、 職場の同僚

や上司など信頼でき る人に相談し まし ょ う 。

１ １ 　 社内の相談窓口を利用する

　 社内の専門相談窓口や社内に労働組合があれば具体的に相談を 行い、 労働組合と し て改善

に向けた取組を し ても ら いまし ょ う 。

１ ２ 　 外部の相談窓口を利用する

　 社内にある 専門相談窓口など への相談がし づら い場合や社内に専門相談窓口が無い場合

は、 都道府県労働局や労働基準監督署の総合労働相談で個別の相談ができ ます。 かながわ労

働センタ ーにおいても 、 パワハラ に関する労働相談を受け付けています（ P.4 4 参照）。

１ ３ 　 事実関係を詳細に記録し ておく こ と

　 自分はパワハラ と 思っ ていても 、 指導の範囲内であるこ と も 考えら れます。 自ら 冷静に判

断し たり 、 第三者にパワハラ に当たる かど う かの判断を し ても ら う ためにも、 日時、 場所、

相手の名前、 内容など客観的な事実を でき るだけ詳細に記録し ておく こ と が大切です（ 厚生

労働省及び神奈川県のパワハラ に関する資料参照）。

一人で悩まず早期に相談し まし ょ う

パワハラ を 無視し たり 、 受け流し たり し ても 状況は改善さ れません。 我慢を し ていても 、

さ ら にエスカ レート するこ と があり ますので、でき るだけ早期に対処する こ と が大事です。
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　 育児・ 介護休業法（ 育児休業、介護休業等育児、又は家族介護を行う 労働者の福祉に関する法

律）は、育児や家族の介護を行う 労働者の職業生活と 、家庭生活との両立が図られるよう 支援する

こと によって、その福祉を増進するとともに、併せて我が国の経済、及び社会の発展に資すること

を目的としています。

　 育児・ 介護休業は、男女を問わず取得できます。また、雇用期間の定めがないパート タイム労働

者や有期契約労働者(一定の要件あり)も 、原則としてこの制度の対象になります。

３ 　 子の看護等休暇（ 施行日　 令和7 年4 月1 日）

　 小学校3 年生修了までの子を養育する労働者は、申し 出ることにより 、子が１ 人であれば１ 年に

５ 日まで、２ 人以上の場合は１０ 日まで（ 時間単位の取得可、全ての労働者が取得可）、 ①病気・ 怪

我　 ②予防接種・ 健康診断　 ③感染症に伴う 学級閉鎖等　 ④入園（ 入学）式・ 卒園式のために休

暇を取得できます（ 有給または無給）。

４ 　 所定外労働の制限（ 残業の免除）（ 施行日　 令和7 年4 月1 日）

　 小学校就学前の子を養育する労働者は、請求すれば所定外労働（ 残業）が原則免除さ れます。

1 回の請求につき 1 か月～1 年の期間、請求回数に制限はありません。

５ 　 時間外労働の制限

　 小学校就学前の子を養育、又は要介護状態にある家族を介護する労働者が、養育・ 介護のため

に制限時間（ １か月あたり２ ４ 時間、１年あたり１５ ０ 時間）を超える時間外労働の制限を請求した

場合、使用者はそれを超える時間外労働を原則さ せてはいけません。

４ 育児・ 介護休業法

２ 　 休業制度

（ 1 ） パパ・ ママ育休プラ ス

　 父母がと も に育児休業を 取得する 場合、育児休業取得可能期間を 子が１ 歳２ ヶ 月に達する ま

で延長する 。ただし 、父母１ 人ずつが取得でき る 休業期間（ 母親の産後休業期間を 含む。）の上限

は、１ 年間と する 。

（ 2 ） 産後パパ育休（ 出生時育児休業）　（ 施行日　 令和４ 年１ ０ 月１ １ 日）

　 休業の２ 週間前までに申し 出る こ と で、出生後８ 週間以内に４ 週間までの休暇を 取得でき る 。

初めにまと めて申し 出れば、分割し て２ 回取得するこ と も 可能

　 産後パパ育休（ 出生時育児休業）の期間中は就業し ないこ と が原則。ただし 、労働協定を 締結す

るこ と により 、休業中に就業するこ と も 可能

（ 3 ） 労使協定による専業主婦（ 夫）除外規定の廃止

　 労使協定によ り 専業主婦の夫などを 育児休業の対象外にでき る と いう 法律の規定を 廃止し 、

すべての父親が必要に応じ 育児休業を 取得でき る よ う にする 。

（ 4 ） 育児休業の分割取得　（ 施行日　 令和４ 年１ ０ 月１ 日）

　 子が１ 歳になるまでの育児休業を分割し て２ 回取得する こ と が可能

１ 　 育児・ 介護休業法の改正

　 育児・ 介護休業法はかねてより 法改正に伴い、子育てや介護と 仕事が両立し やすい就業環境の

整備等が進められてきましたが、さらに男女とも仕事と 育児・ 介護を両立できるよう に、育児期の柔

軟な働き方を実現するための措置の拡充や介護離職防止のための雇用環境整備、個別周知・ 意向

確認の義務化などの改正が行われ、令和7 年４ 月以降、新たに順次施行さ れます。

　 主な制度の詳細は次のと おりです。
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６ 　 深夜労働の制限
　 使用者は、小学校就学前の子の養育又は要介護状態にある対象家族を介護する労働者が、養
育・ 介護のために深夜労働の制限を請求し た場合、深夜（ 午後１ ０ 時～午前５ 時）に労働さ せるこ
と は原則と し てできません。

７ 　 事業主が講ずべき 措置
（ 1 ） 所定労働時間の短縮措置等
　 使用者は、３ 歳未満の子を養育する労働者や、要介護状態にある対象家族を介護する労働者
について、勤務時間の短縮等の措置を講じ なければなり ません。
　 特に３ 歳未満の子を 養育する労働者に対し ては、労働者が希望すれば利用でき る短時間勤
務制度（ １ 日原則６ 時間）を設けるこ と が、事業主の義務になり ます。
※令和7 年4 月1 日から 代替措置にテレワーク が追加さ れます。

（ 2 ） 小学校就学の始期に達するまでの子を養育、又は家族を介護する労働者に関する措置
　 使用者は、小学校就学前の子を養育、又は要介護状態にある対象家族を介護する労働者に関
し て、所定労働時間の短縮措置等を講ずるよう 努めなければなり ません。

（ 3 ） 育児休業を取得し やすい雇用環境の整備（ 施行日　 令和４ 年４ 月１ 日）
　 育児休業と 産後パパ育休の申し 出が円滑に行われるよ う にする ため、使用者は次のいずれ
かの措置を講じ なければなり ません。
　 ①育児休業・ 産後パパ育休に関する研修の実施
　 ②育児休業・ 産後パパ育休に関する相談体制の整備等（ 相談窓口設置）
　 ③自社の労働者の育児休業・ 産後パパ育休取得事例の収集・ 提供
　 ④自社の労働者へ育児休業・ 産後パパ育休制度と 育児休業取得促進に関する方針の周知

（ 4 ） 妊娠・ 出産（ 本人又は配偶者）の申し 出をし た労働者に対する個別の周知・ 意向確認の措置
　 　（ 施行日　 令和４ 年４ 月１ 日）
　 本人又は配偶者の妊娠・ 出産等を 申し 出た労働者に対し て、使用者は育児休業制度等に関す
る次の事項の周知と 休業の取得意向の確認を、個別に行わなければなり ません。
　 ①育児休業・ 産後パパ育休に関する制度
　 ②育児休業・ 産後パパ育休の申し 出先
　 ③育児休業給付に関するこ と 。
　 ④労働者が育児休業、産後パパ育休期間について負担すべき 社会保険料の取扱い

（ 5 ） 育児休業取得状況の公表の義務化（ 施行日　 令和７ 年４ 月１ 日）
　 従業員数300人超の企業は、育児休業等の取得状況を年1回公表するこ と が義務付けら れます。

８ 　 介護休暇
　 要介護状態にある 対象家族の介護、その他の世話を 行う 労働者は、申し 出るこ と により 、対
象家族が１ 人であれば１ 年に５ 日まで、２ 人以上の場合は１ ０ 日（ 時間単位の取得可、全ての
労働者が取得可）まで、介護休暇を取得でき ます。
※要介護状態と は、負傷・ 疾病または身体上も し く は精神上の障害によ り 、２ 週間以上の期間に
　 わたり 、常時介護を必要とする状態をいう 。要介護認定を受けていなく とも 対象となります。
※令和7 年4 月1 日から労使協定による継続雇用期間6 か月未満除外規定の廃止

９ 　 紛争の解決
（ 1 ） 苦情の自主的解決
　 使用者は、育児・ 介護休業法に定める事項に関し 、労働者から 苦情の申し 出を受けたと き は、
労使により 構成さ れる苦情処理機関に苦情の処理を 委ねる等、その自主的な解決を 図る よう
に努めなければなり ません。

（ 2 ） 苦情処理・ 紛争解決の援助、及び調停
　 育児休業や介護休業の取得等に伴う 労使間の紛争等について、都道府県労働局長による 紛
争解決の援助、及び調停委員による調停制度が設けら れています。

（ 3 ） 企業名公表制度、過料の罰則
　 法違反に対する 勧告に従わない企業名の公表や、虚偽の報告等を し た企業に対する 過料の
罰則が科せら れます。



ー 31 ー

１歳に満たない子を養育する男女労働者

育児休業制度 介護休業制度

●日々雇用者を除く
●期間労働者は、申し 出時点において次の要件を満たすこと が必要

●書面等で事業主に申出（ 使用者は、証明書類の提出を求めること ができる。）
●使用者は、育児・ 介護休業の開始予定日、及び終了予定日等を書面等で労働者に通知

●労使協定で対象外にできる労働者

・ 子が１ 歳６ か月に達する日を 超えて引き
続き雇用さ れること が見込まれること 。

・ 介護休業開始予定日から 起算して９ ３ 日を
経過する日を超えて引き続き雇用さ れること
が見込まれること 。

子
(法律上の親子関係がある。）

配偶者（ 事実婚を含む。）、父母、子、配偶者の
父母、祖父母、兄弟姉妹、孫

子１人につき、原則として１回
・ パパ休暇、産後パパ育休（ 出生時育児休業）
の場合は再取得可能
・ その他（ 子が負傷、疾病、障害により２ 週間
以上にわたり 世話を必要とする場合など）、
例外規定あり

対象家族１ 人につき 、３ 回まで

原則として子が１歳に達するまでの連続した
期間
・ 父母がともに育児休業を取得する場合、　
子が１ 歳２ か月まで(パパ・ ママ育休プラス）

（ ただし 、父母１人ずつが取得できる休業期
間〔 母親の産後休業期間を含む。〕の上限は
１年間）
※一定の場合、子が１歳６ か月に達する日ま
で延長できます。
※１歳６ か月以降も保育園等に入れないな
どの場合には、（ 育児休業期間を）最長２ 歳
まで再延長できます。

休業開始日の１か月前までに書面で申し 出る。 休業開始日の２ 週間前までに書面で申し 出る。

対象家族１ 人につき 、通算９ ３ 日まで (勤務
時間短縮等の措置が講じ ら れている 場合
は、それと 合わせて９３ 日)

・ 分割取得　 3 回を上限

・ 短縮措置　 休業とは別に３ 年間で
　 　 　 　 　   ２ 回以上利用可

・ 割り当て解除
・ １年（ １ 歳６ か月までの育児休業の場合は、
６ か月）以内に雇用関係が終了する労働者
・ 週の所定労働日数が２ 日以下の労働者

・ 割り 当て解除
・ ９ ３ 日以内に雇用関係が終了する労働者
・ 週の所定労働日数が２ 日以下の労働者

要介護状態にある家族を介護する男女労働者

対象となる
労働者

対象となる
家族の範囲

回数

期間

手続き

１ ０ 　 不利益取扱の禁止（ Ｐ .２ ５ 参照）

　 労働者の妊娠・ 出産、産前産後休業・ 育児休業等の申し 出や、取得をし たこ と などを理由に解雇そ
の他不利益な取扱いをすること は、育児・ 介護休業法や男女雇用機会均等法で禁止さ れています。
※育児・ 介護休業中の賃金については、法律上支給の定めがあり ませんので、就業規則や労使間の
　 話し 合いなどで決めるこ と になり ます。詳し く は神奈川労働局雇用環境・ 均等部指導課にお
　 問合せく ださ い。

ただし 、下記の方々は育児休業、介護休業の適用除外と なる こ と も あり ます（ 労使協定の締結が必要）。
　 ●引き 続き 雇用さ れた期間が 1 年未満の従業員
　 ●申し 出の日から 1 年以内（ 延長の育児休業については 6 ヶ 月以内） に雇用関係が終了する こ と が明ら かな従業員
　 ●所定労働日数が週 2 日以下の従業員

 ・ 保育所等の利用を 希望し ているが、入所でき ない場合

 ・ 子の養育を 行なっている 配偶者であって 、1歳以降子を 養育する予定であっ た者が、死亡、

負傷、疾病等の事情により 子を 養育するこ と が困難になっ た場合

※一定の場合…
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5 母性保護・ 女性労働者

　 働く 女性の母性を 保護するための措置が、 労働基準法や男女雇用機会均等法などの法律で

設けら れています。 特に男女雇用機会均等法では、 妊娠・ 出産などを 理由と する不利益な取

扱いについて禁止し ています。

１ 　 産前産後休業（ 労働基準法第６ ５ 条）

※賃金について、 有給か無給は法律で特に定めら れていません。 労使での話し 合いと なり ます。 なお、 健

　 康保険に加入し ていれば、一定の要件に基づき 、出産手当金や出産育児一時金などの給付が受けら れます。

２ 　 母性健康管理の措置（ 男女雇用機会均等法第１ ２ 条、 第１ ３ 条）

　 使用者は、 妊娠中及び出産後の女性労働者に保健指導・ 健康診査を 受ける ための時間を 与

えなければなり ません。

※ただし 、 医師等の指示を 優先でき る よう にするこ と

３ 　 妊産婦に対する保護

　 使用者は、妊産婦（ 妊娠中、又は産後１ 年を 経過し ない女性） から 請求があれば、時間外労働、

休日労働、 深夜労働等をさ せてはいけません。

４ 　 育児時間

　 生後１ 年未満の乳児を 育てる女性労働者は、 １ 日に２ 回それぞれ少なく と も ３ ０ 分の育児

時間を 請求でき ます（ 1 日 1 回にまと めて取るこ と も でき ます。）。

５ 　 生理休暇

　 生理日の就労が著し く 困難な場合、 請求すれば生理休暇を 取得でき ます。 なお、 休暇日の

有給無給については、 労働契約や就業規則等により ます。

６ 　 その他の措置

　 医師等の指導等に基づく 、 勤務時間の変更の必要な措置を講じ なければなり ません。

　 ・ 妊娠中の通勤緩和（ 時差出勤、 通勤時間の短縮、 交通手段、 通勤経路の変更等）

　 ・ 妊娠中の休憩に関する措置（ 休憩時間の延長、 休憩回数の増加、 休憩時間帯の変更等）

　 ・ 妊娠中、 又は出産後の症状等に対応する措置（ 作業の制限、 勤務時間の短縮、 休業等）

期　 間

６ 週間（ 多胎妊娠の場合は１ ４ 週間）

８ 週間（ 産後６ 週間で本人が請求し 医師が

認めれば働く こ と ができ る。）

摘　 要　

請求すれば取得でき る。

使用者は働かせてはなら ない。

産前休業

産後休業

期　 間

妊娠２ ３ 週まで

妊娠２ ４ 週から ３ ５ 週まで

妊娠３ ６ 週から 出産まで

回　 数

４ 週に１ 回

２ 週に１ 回

１ 週に１ 回

産前

1 年以内 医師等の指示のと おり産後


